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経 済 楽 展 の 構 造 分 析 （三)

-— 経 済 の 基 本 的 構 造 の 決 定 一

尾 崎

(1) 問 題 の 所 在

(1)
1 . 1 この稿の目的

本分析では，経済現象の表層にあらわれた変動部分を可能な限りとり除き，経済体系を最小単位 

の基本構造系に分解することを試みる。次いで；その基本構造系について，1965年〜70年〜75年の 

10年間にわたる時系列変化の分析が行なわれる。この10年は，197ギ の 第 1 次石油危機における相 

対価格の激変期を含んでいることに注目する必要がある。分析の結東は★の二つの点を示した。

その第1 は，この期間，現象面に表われた構造変化は急速に進展したが，それにもかかわらず， 

この最小単位の基本構造系では，ある種の連関特性の保存することが観察された。換言すれば，商 

品生産ごとの形象（かたち）としての構造的関係は， 烈しい相対価格の変動にもかかわらず，不変 

に止まることが判明した。これは，現象面で観察される経済変動の基底に，ある確定した構造的関 

係 （invarianりが存在していることを示している。

. 分析結果の第2 の点は，上述のインヴァリアントな部分の保存という性質に対し，基本構造系の 

各数値に関しては？時系列的に，規則的な変動傾向が観察されたことである（variant:)。 との数値 

的変動は，構造変M匕の要因が基本的には，個別の技術変化と価格効果の相乗効；！に帰せられること 

を結論づけるものである。以上，経済の基本的構造を摘出し，構造変化の基礎要因を摘出すること

注（1 ) [経済発厥の構造分析J B,  および本稿さの一述の研虎は，文部あ科学研究費および証券財0 赃究奨励資金の援助

の下に進められた。本研究の驻ネ的構造系 ( uni t  s y s t e m )の敦想は，1975架H に得られ，1970年j産業迪関ま54部門全 

部について計算が行なわれ，1976年投入 ' 座-出分析に1M]する日米共同研究会譲（於ハーパード大学） で報告討議され 

た。この時点のunit s y s te m の表の作成は，1970年投入一産出ま1時点に® まったが, 本年3 月における1975年不変価 

格ま示の7S年一70年一65あ祖結座業連関表の刊行にない，漸く今回の^^時点の比較分祈が可能となった。本研究は族 

應義塾大学速:梁研究所，生産播造分析プロジCCクトにおける慶應大学清水雅彥助教授，立正大学石m孝造助教授，菊池 

純一氏，ホ林山雄'氏との兆同研究の成果の一部である。また因まの作成とロンピュ一クー操作にルては常木英子，坂 

江明彦両氏の協力を得た。 .
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I

経済発展の構造分析（ち）
( 2 )

成する。、み

に触れておくととにしよう

が本分析の主たる内容を構成する。次項で，この構造的関係の摘出がもつ経済的意味について簡単
(2)

1.2 構造"概念の導入と競争市場

構造という概念を，経済分析の中に導入し，はじめて構德的関係を経驗的かつ計量teに確定しよ 

うと試みたのは周知のレオンチィエフ経済学である。レオンr ィユプ休系では，経済体系における 

相互依存性の発生は，基本的には各商品ごとの投入一産出に関する技術的連関性に起因するものと 

考えられている。このように，構造発生の究極の要因が技術的連関性の場に求められ。そこに-^定 

の構造的関係が存在するとすれぱ，一方で，構造変化の研究を進めるためには，これまで外生的に 

扱かわれてきた技術変化という耍因を経済体系の中へ内生化する必要が生ずると共に，他方では， 

これら構造的関係の存在する条仲の下で，個別企衆の経済行動はどのように定式化されるかという 

理論模型構築上の問題を提起することになる。このことは，通常，新古典派モデルで仮定される完 

全競争市場の条件と抵触する可能性をもつ。経済体系の分析に構造という概念を導入することは， 

以上のような間題を新たに惹きおこすことになる。レオンティユフ自身による動学体系の定式化お 

よびそめ後め構造変化を含む動学体系への拡充では，構造という概念が体系の中核を形成している。 

いま，古典的なレオンチィユフ動学体系の式

( 1 , 1 ) /IX ' •+ +* -

において，からに技術係数行列ズおよび資本係数行列5 の完全固定性が仮定されるならぱ，経済全 

体は "がんじがらめ" の構造的関係を形成し，限界生産力の命題は形式的に否定される。事実，新 

古典派の学者は，レオンティュフ励学模趣をそのように解釈し，限界生産力説命題復活のために 

activity analysisの手法を用いて代替性を許容する方向へ一般化を試みた。したがって，新古典 

派的-̂ 般均衡の体系では，"構造" という概念導入の必要はない。そこでの均衡解の導出は，生産 

関数における要素代替性と収益不変の仮定およびその結果としての生産可能集合の凸性の仮定に大 

きく起因している。この仮定により？相対価格の変化に対応して各個別企業は11由に技術を選択し， 

择会全体の競争均衡が導出される。そこには，各企業にとって選択冗能な技術の全メニューが提示 

されているのみであって，いかなる意味であれ，ある時点の経资行動を制約する構造的関释の発生 

は考慮されていない。

注（2 ) 本搞の副題 "経资の基本的構造の決定，，は本稿の内容が同名の1970年尾綺 ’ 石W井同論文〔8 〕の輯編であることを示 

している。1970年の論文では，450X450部門という現在入手し得る限り最大規模の産業連関ま（昭和40架ま）を用いて， 

各部Hfigをf4 'く素原材料系統の摘出を目的として表の沟化作業が行なわれそのお果が示された。この論文て'は，複 

な経済体系の相互fjfe存関係の背後に，素原材料系統を基礎とする不変の部n 問序列 (a  defin ite  sectoral-ordering) 

力'；存在するととが示された。この紹果の一部は，1980年 5 月スペイン政府主催O E C D 協力の下， M a d r id で開fillさ 
れた0 International. Symposium, "Industria l policies fo r  80's’’ において,， Ozaki "S tructura l Change 

and Im lustrid P o l ic ie s "として報告された。本搞は，この前論文での粘采を基礎にして，展卵したものである<>

レ C 3 ) "構造" 概金の導入をあぐる输<ズ̂0概iJf}は，前稿〔9〕の第2節で論せ，られている。

ね ね 67(7幼

I

iuwiM



r三田学会雑誌j 73卷 5号 （198妳 10月）

この構造という概念をめぐる間題の解決は，経済変励の基底に時間に対して不変性（invariant)

を保持する何等かの関連特性が観察されるか否かの帰納的発見に大きく依存する。以下の分析では, 

経済体系のどの部分に，どのような構造# 性が見出されるかの検出が試みられる。まず次節で現象 

面でとらえられた諸指ぽでは，1950年代から1970年代末にかけて，大きく構造変化が進行したこと 

が確認される。次いで, 第 3節では，この構造変化に対し動学的収厳性が存在するかどうかの問題 

が考察される。以上は何れも集計された指標による現象面の観察である。この経済の表層面にあら 

われた変動の基底にどのような基本的な構造が存在するのであろうか。第 4節で，最小単位の基本 

，造系が定義され，第5節でその時系列変化が観察される。分析の結果によれぱ，経済変動の基政 

に一定の構造的関係が保存されていることが示される。

(2) 幾つかの予備的観察

2 . 1 まず，マクロ的な指標で見たとき， 19印年代から1970年代末にかけて，世界各国の経済成 

長率とそれに伴なう産業構造の変化がいかに■急速であったかを確かめておこう。

観察(り第 1.表は，1975年時点における労働力構成比を，第 1次, 第 2次，.第 3次産業3分割方 

式によって，各国別の相違を見たものである。

第 1表 1970年産業別就業人口構成比

第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業

日 本 17.4% 35.2% 47.4%

米 国 4.5 33.2 62.3

イギリス 2.1 47.6 50.3

西ドイツ 8.5 48.8 42.7

プランス 13.9 38.9 47.2

イタリア 19.5 43.8 36.6

資料：日本銀行統計局r日本経资を中心とする国際比較統計』昭55年6月。

この表を見ると，第 3次就業ロ#!成比は，米国が最も高く，逆に，第 2次就業人口構成比は西 

ドイツが最も高い。日本は，米国と西ドイツの中間に位置している。他のI,国も概ね両国の中間にあ 

る。この表は，何故このように労f動力構成比が異なるかについては何ぎも語らないが，少なくとも 

r同一時期の国際比較では, 産業別労働力構成比は各国こ’とに著しく異なっているJ というぎ実だ 

けは示している。それではこの構成比の時系列変化は，国プとにどのような過殺を迪ってきたので 

あろう力、。第 2まは，1950年から現在にいたる産業別労働力構成比の長期变化を，その変化が最も 

急速であった日本と西ドイツについて比較したものである。このまから次の三点を見出せる0.

( i ) 商国ともに， 貫して第1次座業労働力構成比は減少し，第 3次産業構成比は増加した。

( i i )第 2次産業構成比は， 日本においては1973年まで急速に増加し，その後は微減傾向を迪った,

— 6S(722) _
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経済薪展の構造分析（三）

第2表就業人口構成比の時系列の変化

年 次
日 本 西 ド イ ツ

1 次産業 2 次産業 3 次産業 1次虚業 2 次虚業 1 3 次産業

.1950
1

44.5%

1

23.4%

1

32.1% 24.6%

1

42.6%

1

32.7%

1
1

1960

1

26.9

1

28.0

I

45.1

1

13.8

1

47.7

1

38.5

1963 25.0 31.1 43.9 12.0 48.2 39.7

1965 23.5 31.9 44.6 10.9 48.7 40.4

1968 19.8 34.0 46.2 10.0 47.4 42.6

1969 18.8 34.5 46.7 9.4 48.2 42.3

1970 17.4 35.2 47.4 8.8 48.7 42.5

1971 15.9 35.5 47.7 8.0 48.6 43.4

1972 14.8 35.7 49.5 7.6 48.1 44.3

1973 13.4 36.6 50.0 7.3 48.0 44.7

1974 12.9 36.4 50.7 7.2 47.3 45.5

1975 12.7 35.2 52.1 7.2 45.9 46.9

1976 12.2 35.2 52.6 6.9 45.4 47‘7

1977 11.9 34.8 53.3 6.6 45.2 48.2

1978 11.7 34.4 53.9 6.4 45.1 48.5

( 注） 太数字はピーク年次，一一は対前年比減少年次 
資料：日本後行統評局r 日本経済を中心とする国際比較統計J

同様に西ドイツの第2 次産業構成比も戦後一貫して増加したが，1970年に48.0% のピークに達した 

後は単調に減少傾向を続け現在に到っている。

(iii]構成比変化のスピードは，各;^業ともに1950年代と60年代に大きく，70年代に入ってから減 

少している。とくに第2 次産業構成比の70年代に入ってからの逆転現象が構造的に何を意味するか 

が問われねぱならない◊

次ビ，次頁の第3 表は，1959年以降を5年ごとに区切ったときの国民総生産に関する年平均実質 

成長率の推; ^を国別に示したものである0

明らかに，1973年以前は，どの国も相対的に高成長を持続してきたこと，それに対し，第 1 次石 

油危機以降は，すべての国において相対的に低成長に転じたことの2 点を読みとることができる。

以上の3 衷を組み合わせると，第 1 に1950年代以降60年代末にかけて,先進工業国経済は大きく 

成長しそれに伴って一 定̂方向の構造変化が著しく進展したこと，第 2 に各国の産業別構成比が大 

きく異なるにもかかわらず，その変化の方向ははは’-^様であったこと，および第3 に，第 1 次石油 

危機以陈，これらのまに関する限りでは，すべての国の成長は純化し，それに伴って構成比変化の 

スピードが減少したことが明らかとなる0

これらの表は，経済の3 部門分割という大まかな指標による観察であるけれども，経済変動の基 

底に，成長期には定方向の構造恋化が魚速に進行し，停滞期には，逆に構造的硬直性（structural

.—— 69(725)—— -



J::おiシミ，

r三田学会雑誌j 73巻5号 （1980年10月） 

第 3表年平均実質成長率

1959〜1963年 1959〜1%4 年 1964〜1968年 1969〜1973年 1974〜1978年

日 本 12.5% 12.8% 10.9% 9‘7% 3.7%

アメリカ 4.1 4.4 5.1 3.3 2.5

イギリス 3.4 3.9 3.0 3.6 0.8

西ドイツ 7.0 5.9 4.4 5.1 2.0

フランス 5.2 5.4 5.2 5.9 3.0

イタリア 6.7 6.2 5.1 4.4 2.1

ペルギ一 3.9 4.7 4.4 5.7 2.3

オランダ 4.8 5.2 5.7 5.3 2.6

デンマーク 5.5 5.4 4.9 4.5 1.7

スウェーデン 4.4 4,5 4.0 3.0 1.2

ス イ ス 7.3 6.0 3.3 4.5 -1.0

カ ナ ダ 3.7 4.3 5.8 5.7 3.2

r ig id ity )への傾向が強まるということを間接的に支持しているように見える。もしこのことが正し 

いとするならば， 体，構造変化はどのような規則性をもち,，また構造的硬直性は，いかなる要因 

によって発生するのだろう力、。次の観察训および(iii)に お い て ,こ れ ら の 構造的変動にどのような揉 

則性が見られるかを考察してみよう。

観察Gり ：レオンティエフの命題（広域経済圏の構造比絞）

(̂ ) 二つの経済体系に見られる構造的類似性の発見

-レオンァィ■̂ フは’ 彼の1963年の論文 r発展の構造J 〔.3〕において，異なった地域に存在する2. 

組の経済体系が，ある条件のもとでは数量的に類似した産業速関構造をもつことを経験.めに竟出し\ 

すこ。この結果:にもとづいて，彼は発展の.プロセスに関する次のような仮説的命題を提出した。

r一つの経済が大きくなれぱなるほど，そして進线ミすれぱするほど，その経済の構造は，ますま 

す完成し， 力、つ， ますます相互の関速性を明確にしたものとなるJ "the larger and the more 

advanced an economy is, the more completed and articulated is its structure".

この命題 り 検 IEを目的としたレオンチィュフの実驗は，次の2点において他の研究と顕著に異な 

っている。第 1 は， 造比較の対象が必ずしも国をi|i位とする国民経済の比映ではな い というとと, 

第 2 は，他の分析が形象としての構造的相似性の発見にとどまっているのに対し，レオンティエフ 

の卖験では，形象的相似性とともに取引数量面を含めた強い構造的類似性を検出している，という 

2点である。第 1 の点について述べれば，この実験においては2組の経済体系のうち一*づは1947年 . 

時点のアメリ力経済が分析対象とされ，他は1953年時点の西H — 口ッバ諸国（当時のOEEC加盟17力 

閲）を-"括した広域経済圆が比較分析の対象とされる。 とこで， 前者が*•̂ つの国民経済nationar

   70 ̂ ^24) -一
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経済発展の構造分析（三）

e c o n o m y から成り立っているのに対し，後者は，西ヨーロッパの幾つかの国を一括して足し合わ 

せた一*つの広域経済圏を比較の対象にしていることに注意する必要がある。

これまでの国際比較の分折では，国を一*つの経済単位とみなすのが普通であらた0 しかし，アメ 

リカの経済は，その規模において西ヨーロッバ諸国のいずれの単一国よりもはるかに大きい。もし 

経済規模の大きさが経済構造の相違性をもたらすつの主要因ならぱ，アメリカと西ヨーロッバの 

個々の国を直接比鞍しても，そこに構造的類似性を発見することは期待しがたい◊ この理由により， 

レオンティュフはアメリ力の経済規模にはは’匹敵する程度に統合された西ヨーロッパ諸■ を一*つの

第 1図合衆国と西ヨーロッパの経済の三角化された役入産出表 

(Leontief Input-Output Analysis, 1966, p. 50 より転載）

I

I

I

皮 - 1

食 料 • た ぱ こ 2

漁 m 3

そ の 他 の 産 業 4

機 械 5

鉄 飼 . 6

非 鉄 金 m 7

非 金 属 鉱 物 8

1f t

■

9

製 材 ， 木 裂 品 10

コ， ム 11

衣 服 織 物 12

化 サ m 品 13

農 業 14

?1£ 15

石 製 品 16

旧 ))1 鉱 m 17

石 池 ，お 油 製 品 18

送 19

商 黎 • サ ー ビ ダ 、 20

家 HI-サ ー ビ ス

■r

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 1 1 2  13 14 15 16 17 18 19 20

i r

PT

iT

w

wr

WT'

(ST

PT

厂 厂

IT

厂

■デ

8T

137 1,04S 45 374 1,924 182 95 73 173 303 732 476 2,268
159 1,067 21 907 2,119 845 214 24-7 311 428 141 1,002 5781,970

12U
1.527

83e
1.073

2,947
2,938

440
408
373
244

572
304

146
648

hm
2,070

4,305
10,237

I

322 141 456 43 886 3,982 U.S. (1947》,イ夕リック数ネは 

324 129 270 5381,6649,126 O E E C  ヨーロッパ（1953》 

(全単位ニ1000力.ドル）

(注）1 . け) のい]1-:-ん-形はアメリカ，ぶ殺でWはれた：il:プ/形は® ヨーロッパ（OEEC〉経済を示す. {2)0EECヨーロッパは，西ドイツ， 
オーストリア, ベルギー, デンマーク，フランス，ギリシャ, アイルランド, イクリア，ノレクセンプルク, ノルウェー，オラング，ボ 
ルトカ"ノレ，イギリス，スウェーデン，スイス，トルゴ. （3)思い冗方形と，点株でMまれたIEガ形かM权している領成の酣mi/ti；"：酣ft 
をもつG行5列の思い:iF-力形を尺め;のとして，鹿制I他引のiiUこ化例して測られている，（4)14行2タjのお綠を引いた正力形は，こ 

' の尺度では-人さすぎることを示している. （5》対角線hの， 部n内取？I位はされていない.
2 . 家ili-サービス，および好終需要，総;すh'll-Jiiは，上段のイタリック数ホ:か西ヨーロッパ，下段力<7*メリ力をWす(#位は千方ドル).

(出所） Leontie f [M]pp. OT-SL，この因はゆ;後【H ]に揭权されている因の-5?消表 §J{の座ま名を邦EKしたもので'ある. 同はの0 は邦訳文献レ] 

にも} おされている.
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広域経済圏とみなし，そのうえで両者の構造的類似性を見いだそうと試みるのである。

第 1 図は， アメリ力経済の1947年産業遮旧表と， 西ヨーロッパ譜国（OEEC加盟■ )を一括した 

1953年の業連関表を，ともに同じ分類基準に調節し，さらにそれらを三角化された表triangula. 

ted ta b leに組み替えて，互 い ■重ね合わせた表である。 これまでの国を単位とする国際比較の研 

究やは，シンプソンニ筑弁の三角性の比較研究〔5 〕のように，ある特定値以上の有意な値をもつ技 

術係数ん/ に関して，その骨格の類似性が問題とされてきたしかるにレオン子ィ■̂ フの実験では， 

商経済圏において宾際に産業部門間で取引された量を直接比較対象とするのである。

この因をみると，明白な投入産出構造の類似性が浮かび上がってくる。ー臀して，各升目の黒い 

正 方 形 （アメリカ経済）の面積の大小は，白い点線で囲まれた正方ポ（西ヨーロッパ経済）の面積の大 

小ときわめてよく対応していることに気づく。各正方形の面積は，現実に産業間で取引され量の相 

対的大きさ，つまりアメリカ経濟体系における第6行 第 5 列 （機械産業に投入された鉄鋼の量）の取 

引量を基準にして，その大小に比例するように許算された面積を表わしている。この類似性は，た 

ん に 「個別産業ごとにを産に必要とされた投入量が似ている」というだけにとどまらず，さらに重 

要なこととして， r両経済体系を全体としてみたとき， 量的な面においても産業間取引構造に強い 

類似性が現われているJ ことを意味しているのである。

(ロ)三つの条件  , .

レオンチィュフの観測結果によれぱ，産業連関構造に強い構造的類似性が見いだされるためには， 

少なくとも次の三つの条件を必要とすることがわかる。

第 1 の条件は，経済体系の规模の大きさである。経済規模の著しく異なる個々の国民経済を互い 

に比較しても，必ずしも強い構造的類似性は発見できない。 レオンチ ィュフが経済体系の規模が大 

きければ大きいはど，その構造は完成していくと述べたのはこの条件を指している。 このことの経 

済構造分析にもつ意味は大きい。これまでの研究では，国を単位とする国民経済の構造比較が主た 

る分析課題とされてきた。しかし， レオンティユフの実験によれぱ，たんに骨格の相似性のみなら 

ず，さらに強い数量的な取引構造の類似性を更いだすためには，国という単位を超えて，広域経済 

圏の規模での比較を必要とすることが判明したのである。これを発展の励学的侧面で解釈すれば，

各時代ごとに与えられた近代技術のメニューを前提とするとき，経済規模の小なる国では他の国と 

のタ•業形態を発展をさせつつ，広域経済圏形成への求心力が作用するということになる。今後の国 

際分業の樊証研究では，この多地域間相互依存性multiregional interdependencyの増大という 

要因を無視することはできないであろう。

第 2は，近代技術の典有性という条件である。事実上，溶鉱炉とかセメント黨とか火力発電所等 

の個別り技術は，技術の型が指定される限りそれがアメリ力であろうとインドやペルーであろうと， 

どこの国で操業していても，技術自体には变わりない。問題は，これら個々の技術が，一つの経済

—— 72伽 ）一一■



経済発展の構造分析（三）

体系のなかにどの程度完結した技術体系として定着しているかという点にある。レオンティエフの 

実験では，アメリカ経済と結合された西ヨーロッバ経済圏に，この意味での完成度の高い相互に類 

似した構造が定着すると考える。この見地からは，後 進 性 （backwardness) という概念は次のよう 

r 定義できるであろう。後発国経済が，先進経済圏の完成された体系にくらべて，どの部分をどの 

程度欠落しているかによって後進性の程度が定まるのである。この欠落の程度が市場規模の大きさ 

に依存して定まることはいうまでもない。

第 3 に，需要構造の類似性という条件があげられる。これは，たんに1 人当り所得水準の同一性 

という条件のみならず，その内訳として最終需要構成比の類似性を必要とする。発連した2 組の経 

済圏におけるこの類似性の発見は，現在の研究段階で，与えられた条件のもとでの一*つの論理的帰 

結であるとともに，実証的研究分野において最も高い精度で確かめられている経験的事実の一^つで 

ある。第 1 図をみれば最終需要の縦欄において，第 1 産業 (皮本〉から第20産業 (商業，サ- ビス)にい 

たるまでの棒成比は，きわめて類似していることが示されている◊ 生産構造は究極的には最終需要 

構造に依存するゆえ，構造的類似性の発見のためにはこの条件を無視すろことはできないのである。

レオンティュフの実験の最大の特徴は， r経済発展が近代技術を共有しているかぎり， そり規模 

を大きくしてゆく過程で完成された構造に近づく J という大担な仮説の主張 "̂とみられる0 この仮説 

には，経済規模の決定的な重要性と，それに基づいた構造変化の動的収厳性の性質が背景にあるこ 

とに注目する必要があ;6 。 ■

観察( m ) : スカイ，ライン分析による動的収欽性の観察

以上のレオンティゴ*フの実験は，ある技術休系のもとで経済発展の過程が到達した，、、わぱ完成 

した構造を記述したものと考えられる。そこで，ここでは，各国ごとの経済が経済規模の変化に対 

してその生産構造と賀易構造をどう変化させているかを調べて見よう。レオンチィュフの基準に従 

えぱ，いまだ十分に発展していない小規模の経済ゆ，その規模が大きくなれぱなるほど，ますます 

完成度の高い経済へ向かって進展して行く害である。

この基準に照らせば，現まに大小さまざまの旧が互いに相異なる経済構造を持ち，そしてその規 

摸 が 、ずれも合衆国の経済規模に及ばないならぱ，必然的にその完成度は'^、まだ不十分な状態にあ 

ることになる。その結果，現突の経済は完成度の高い構造への収敛過程を進むことになるであろう。

そこで，ここでは，経済規模が大きくなればなるはど完成した経済に近づくという命題に着目し 

て, その概念の1 つの侧面である自給度という祝点をとりあげてみよう。

さいわいわれわれの手許には，合衆国につ い て は 1967年産業連関ま, EC 6 か国につ い て は 1965 

年統合;^業迪関表がある。そこで両経済圏の賀易構造がどのような形をしているかを，' レオンチィ 

ュプの考案した自給率の測定—— 通常スカイライン分析と呼ばれる手法を使クて調べてみよう。

第 3 因は，合缴国経済とE C 経済についてのスカイラインを図示したものである0 比較のために，

—— ^ % { 7 2 7 ) ——
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西ドイツ- - 国の表がつけ加えられている（すべての表は34部門で比較T5T能なように調整し't：ある）。

さて，この手法について倚単な説明を加えておかねばならない。今 1 つの経済圏を想定する0 そ 

れはを単位とする経済園であってもよく，また複数国を統合した経済I i であってもよい。

この経済圏の生産活動全体を，生産された財貨サービスの総m 出 量 で 表 わ す こ と に し よ う C 

いうまでもなく，この総座-出量は，その経済の最終需要をみたすために直接，間接必要とされた財 

貨およびサービスの全体からなっている。この総産出量ズは，どのような最終需耍項目を達成する 

ために生産されたかの大きさに従って， 次の 3項目に分割されるだろう（以下の記号はすべてべクト 

ルまたは行列をま;}̂ す)。

U ) その経済内の消費需要（C ) と投資需要（/ ) をまかなうために，直接，間接に必要とされ

た産出量の部分：ズC+/

( 1 )み +/ = ( / —/ !) "  • ( C + / ) ,ただし，（/ 一/4)一1 はレオンチィュフ逆行列である。

( i i ) その経済が輸出（だ）をするために, 直接 • 間接に必要とされた生活動の部分：X e -

(2) • E

( i i i )その経済がある一定量の輸入（M ) をしたために，その経済圏では実際に生産される必要の

なかった部分ニ Xgi

(3) X M = a ~ A r '  • M

の 3つの項目である。現実の総産出量X と，それぞれのズ(7+/, X e , の間には，恒等的に次の■

式が成り立っている。 ’

( 4 ) 义ミズ(7+/+ズ£；一

(4)式の意味は次のとおりである。 '

(庚際の国内総産出量X )  ニ（国内終需要を満たすために必要とされる産出量xe+/)+ (輸出霞 

要をまかなうために必要とされる産出量X iO —（輸入を行なったために控除さるべき産出量义M)

さて，（4)式を次のように変形してみよう。両辺を义 (7+/で除すと次の自給率Aが計算される0

(4)/ A -  X 100) ニ 1 0 0 + X 100) 一 X 100) ニ 100+Afi—AAf

ただし，第 2項 を A丑，第 3項 Amで表わす。

もし，いずれかの産業で輪出が輸入に等しく ニ A V であれぱ，（ザ式の右辺は100となる。こ

の経済では，生廣された総産出量义が丁度，国内最終需喪（C + / ) を満たすために必耍とされた産 

出量み 7+/に等しい。つまり，自給率Aは，100%となる（A ニ100三A。)。

もし， い ず れ か の 逾 棠 で な ら ば そ の 産 業 で は ， 輸出が輸入を上まわる。 その結果， 

A k > A v となって， 自給率Aは100%を超える。 逆 に ズ itfならば， その産業では自給率Aほ 

100%以下となる◊ .

W 7 2 8 )—

w m



さて， 1.つの経済体系内の全産業について上記の自給率A と，その構成部/ および /W を針算 

して，それを産業毎に並べて図示したものが，通称，スカイラインと呼ぱれる第3図にほかならな 

い。図の作成は次のようにされる。まず完全ま給率を想定して， A0 ニ100の直線をひく。そ.こから 

上方に向ってAfiの大きさを目盛る。 次に Afiの天弁から今度は下方に向かってL m の大きさを目 

盛る。現実の自給率Aは，

； A ニ 100+Aだ- Am

の の ラ イ ツ に よって，示されることになる 。- '

さて，レオンチィエフの解釈に戾ろう。経済規模が大きくなれぱなるほど，そして経済が進歩す 

れぱするほど，その構造は完成した形に近づくというのが彼の命題であった。完成した経済という 

のを，すべての;^業について自給率が高い水準で安走しているという意味に解釈すれば，完成度力，、 

高いほど，どの産業も輸出が輸入を贈過しつつ，その経済のスカイラインは， ニ100% ラインの上 

方に浮かび出る。もし.資易収支に一定の均衡が成立していれぱ，その経済のスカイラインは，A0= 

100%ライン近くに，すべての産業が上方に突出して，しかもなだらかな形に描かれる.ことになろう。

第 2因は，合衆国とE C 6か国および比較のために西欧経済で最も工業化の進んだ国と見られる 

西ドイツのスカイラインを並ぺて描、、てある。図を見ると1968年時点の合衆国のスカイラインは最 

もなだらかな形をしており，一様に自給度が高いという意味で，ほぱ完成した経済といえる。合衆 

国に比べれば，1965年時点のEC 6 か国総合のスカイラインには， なお起伏が大きいことが見出さ 

れる。しかし，これを西ドイツ一国の'スカイラインの起伏と比べれば，よりなだらかな形となり完 

成度が高い。西 ’ドイツの経済がいがに発達していようとも，このレオソチィュフの基準で見る限り， 

一国経済の完成度は低く貿易依存度が大きいといわねばならない。

このスカイラインめ観察は次のような帰結を与えてくれる。

0 ) '合衆国経済は，すぺセの産業を適じて自給率が安定している。これが，1970年頃までの賈愿 

依存度の低い完結した経済をつくってきた。

00 E：C 6 力、国は， 合衆国に比べるとなお産業間に自給率の変励が大きいが， 西ドイツに比べれ 

ば，そのスカイラインははるかに安定した形となっている。これは， 方で経済統合がより自給率 

の高い経済圏を構成しつつあることを意味すると共に, 他方では，1970年!}#点でのE C 6 か国経済 

がなお合衆ぽ経済の完成度に及ばないことを示している。

( i ii)国を単位とする西ドイツの経済親模では，スカイラインの起伏は他の二者に比べてはるかに 

大きい。図にはのせていないが，オランダやベルギー等について同じようなスカイラインを描く 

と，国の規模が小さくなれぱなるほど，そのスカイラインはもっと凸(H1の激しい形となることがわ 

かる。
. . . •  •

以上のことは， 国を単位とする経済ではどれはど経清が発展しても売成度の上界には眼界があ

—— 1^{729) ——
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経済発展の構造分析（三）

ること，したがって，完成度を高めるためには，逆に複数国の構造的結合が促進される航向のある 

ことを示唆している《以上の観察は経资体系の規模の拡大につれて，生産構造と貿易構造の態様が， 

より規模の大きい米国経済の構造に近づいていく過程を具体的に示しているといえるだろう。

さて，観察m , ( i i ) ,脚を，次のようにまとめておとう0

一般に "構造" という概念の基本的な性質は，一つには構造がそれを構成する要素の単なる総和 

以上のものであり，二つには，その特性が全体と個別要素を相互に関係づける内部的連関性の存在 

に依存するということであろう。このようにして，構造的関係の存在は，次の二つの相反する特性 

をもつことになる。一つは，構造的関係が存在する限り，それは本質的に非時間的な関係であると 

いうことであり，他は，その静態的関連性を打破して，動的な構造変化を起こすとき，どのような 

性質が保存されるかという構造変換に関する問題である。

観察U)で見られた，成長期における一定方向への構成比/変化は，相次ぐ技術変化の効果にもとづ 

く動的な構造変化の過程を反映し，74年以降の停滞期における構造的硬直性の倾向は，定着した構 

造的関係の静態的性質の現われであることは容易に推論される。上記相反する構造特性のうち，成 

長期には動的構造変化の性質が出易く，逆に停滞期には，その静態的な関係が表面に出現し易いか. 

らである。

次に，観察(H)とOii)の対比は次のようにまとめられるであろう。

( a ) 観察{n)のレオ ' / チィュフの命題に関して言えぱ，二つの異なった地域に存在する経済体系の 

間の類似性は，專代の技術体系が要請する広域経済圏の規模においてばじめて見出される0 したが 

って’ 国という単位をこえた西欧経済圏が，経済規模を等しくする米国経済圏と比較されているの 

である。この類似性は，任意の時点の技術体系が •えられたとき，その技術体系の下で完成した経: 

済体系—— 換言すれば，技術体系の要請する静的な構造的関係の存在を示していることになる。さ 

らに，この類似性は，体制の相違をこえたソ連とアメリカの比較研究においてさえ，近似的に観察 

されているびarn & Compbell〔6〕I962)。一連の研究は， この類似性の発生が近代技術の共有と 

定着に基礎をおいていることを雖く主張している。

( b ) レオンティエフの命題が，与えられた技術体系が要請するところの完成した構造の存在を主 

張しているとすれば，それは同時に，未完成の諸経済が姐るべき構造変化の動的収敛性が存在して 

いることを示唆していると言わねばならない。この動的収欽の過程が観察脚のスカイ，ライン分析 

の結果に示されているのである。

以上のように，観察{»>と邮は招まって，経済体系の内部に強い構造的関係の祭おすることを主張 

しているように見える0 しかし，これらの帰納的発見の例は，見出された構造的関係が，より基本 

的にいかなる耍因によって発生したか，また構造変化がどめような原因によって生起するのか等0  

設間に答え得るものではない0 これらの要因を解明するには，総体としての経済構造を，より基本
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的な幾つかの単位構造系に分解してその内容を明らかにすることが必要となる。次節で，経済休系 

を最小単位、の基ネ構造糸に分解するという作業にとりかかることにしよう。

(3) 最小単位としての基本構造系

3 . 1 生産体系の最小単位

とこで，現実の生産体系を最小単位の基本構造系に分解することを試みる。

いま，任意の { 時点に一つのま己完結的な経済体系が存在しているものと仮定しよう。この経済 

体系が《個 の 部 ( " 個の商品）から成りたつものとし，かつ，すべての投入，ま出量を後述の100 

方円価 値 （one dollar worth) のタームではかるものとする。

この経済体系は，レオンティ- フのモデルを用いて次のように表現できる。

コモディチ イ ，バランス式

ここに

'  ( 3 ‘ 1 ) A X A - F ^ X

( 3 . 2 ) F e  ニ  e ' F

F ョ ( / い … f  J ， " . / n ) '

'Y z , … み ， … X n ) ‘

^ 2 , … V"メ， … F „ )

dij =  Xij}Xj

; 発生所得= 総支出 

;最終需要列ベクトル 

;粗生産額列べクトル

;各部門の発生付加価値額を要素とする行べ

クトル

a n を要素とする《行 《列の技術係数行列 

第 i 商品1 単位当りの生産に必要とされる第商品の投入量とし 

て表わされた投入係数 

e = ( l . l , ……1 ) ' , ； "行 1列の単位列ベクトル

e' =  ( l . l , .......1 ) , ； 1 行"列の単位行ベクトル

この自己完結的な経済体系を現実に対応させるとすれば，先に掲げたレオンティ；フの命題にお 

ける完成した挑造に近い体系であると考えることができるであろう。ここに完成した構造というの 

は，その時点に各部門ごとで最も発達した技術が使用されていると想定されたとき，その技術体系 

が要請する規模の経済体系のととを意味している。いまこの技術構造を

(3.3) _/!

, « 1 1 (l\i* 
び 21 <̂22*

■«ln
’以2«

ぱnlびn2." * *' O'ti',

で示し，この経済体系の最終需要ベクトルをF でまわしたとき，この技術休系A の要請する経済体 

系 が （3 .1 ) /Iズ+ = ズの意味である。196(Kp代の米国経済体系は，観察(H), (iii)でみたように， 

ほぽこの休系を近似しているものと見られるだろう。われわれの藥騎では，日本座業迪関ま（©和50
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年—4S年…40年迪結表）を用いて各時点の投入係数行列パが耍請する-^つの経済体系（3.1)をとり上 

げることになる。

さて，（3,1)式において/！行列が一定̂の条件（Hawkins.Simcmの条件）をみたせば，非負のドと 

ズに関して次式が成立つ。

( 3 . 4 ) 义ニ（/一ん 

ここで, レオンティエフ逆行列（/ 一] )- 1 を

/ みn biz … bi广 .bin 
み2 1 み22… み2プ...ゐ2.rt

» » • •• i • «
» 參 ‘ 參

'、むnl  b n z ' ' - b n j ' " b n n  ノ

ニ [ _ 0 1 , Z?2， … B j ， … i?n ] ，

のように表わそう。この第7 番目の列ベクトル

(3.6) — b z j f…bij，"'bnjY  ()'.は列ぺクトルをまわす

は，周知のように, 第ゾ商品の最終需要1単位を生産するのに，直接，間接に必要とされる各財の 

投入量にほかならない0

これだけのことを準傭して,現実に存在する一つの経済体系

(3.1) A X + F ^ X  

を，個々の最小単位の構造系に分解することを試みてみよう。

経濟の全体系を記述した(3.1)式は，線型体系であるから，容易に第1財の最終需要を/ 1単位， 

第 2財の最終需要を/ 2単位……第 " 財の最終需要を/ „ 単位産出するとき， それぞれのん （/  = 

1 . 2 ,… " ）を生産するために必要な各生産体系の合成和として定義できる。このとき第ゾ財を/メ単 

位だけ最終需要として生産する体系を次式で示すことにしよ.う。

(3.7) X  プニ（/ 一/!)- ハ

ここに F ゾ三（0, 0, …f  J, ...0)/ ;列ベクトル

次にわれわれは，さらに（3 .7 )式を分解して，第ゾ財を1単位だけ最終需要として産出する生産 

シスチムを考えよう。（/ メ-100, に対しては/{ニ 0 ) これをュュット. システムunit system

あるいは，第；財の生産に関する単位構造系と呼ぶ。

単位柳造系の概念は，たとえば，単位期間に任意の第；財を 1 単位だけ生摩する一つの孤立した 

コンビナート鳥 （孤立系）を考えてみることによって，容易に理解することができる。この孤立高の 

生産活動では，期首に，あらゆる中間財部門が生産に着手するが，それらはことごとく期末に産出 

される第；財 1 単位の完成に使用されて期末には何も残らない。いま，第メ財を自動审と考えて， 

自動車1 単位だけを生産す';5 ュュット • ストラクチュァを考えてみよう。鉄鋼，ゴム，繊維，電力 

等，他のすべての部門は，ま-励ホ 1 単位の生産に直接間接必要とされる中間投入分だけの生ま活動

- — n { 7 3 3 ) 一一 ‘

経済発展の構造分析（兰）
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を行なう。これらの中間財を生産するための資本設備および土地，労働等の生産要素は，すべてこ 

の孤立系の中に存在している。この意味で，この孤立島は，g 動車位のみを生産する構造系と 

しては，g 己完結的である。現実の経済は，この各商品ごとのユニット，ストラクチュアを，それ 

ぞれの生産額で加重して合成し，さらに他国との分業体制を考慮した結果と考えられる。

さて，この単位構造系の生産勘定体系を考えてみよう◊ いま，期末に自動車1単位が100方円の 

価格で輸出されるものとしよう。 ここにあらゆる財の投入量は, 100方円価値力はかられている 

(one dollar worth標示の物量単位) この単位構造系では，第メ商品（自動$ ) の最終需要が1単位 

だけ生産され，他の部門の最終需要はすべて0であるから，第（3.7)式の/プに次の値を代入する 

ことができる。

/ プ =  100 , / ‘ ニ 0 ,  f o r  /  キ メ ， （ 》' = 1 , 2 ,  ••• W )

この第メ財，ん = 100を生産するために；直接間接必要な他部門の粗生産額の総和は，（/ 一め-レ 

行列における第メ番目の列ベクトル

(.3.5) Bj^Qbijf bijf …bij’ …みnプ)’

にはかならない。各部門では，第1部門で第1財のゐリ量，第 2部門で第2財 の 量 …第"部門 

で第" 財のゐ„ゾ量が生産されて， それぞれ他部門への中間投入として取引きされ， その生産活動 

の結果，それぞれの部門で忖加価値（生産所得）Vk ( =々=1.2,… W)を発生させる。各部門で発生 

した付加価値の合計が，この孤立鳥の唯一の完成財である第/財の価値（100万円）に等しいことは 

自明であろう。（このことは先の（3 .2 )式 Fe ニグこよって自明である）

次に，この孤立島内での取引構造は次のように表現される。いまひ（プ'）行列を次式で定義する。 

先の列べクトルプを対角行列に変、えたものをを/ とすれば,

(3.8) I K D -

ぴn  び12… • • • Wi n 

U%\ ’ . ’ " 2 の

なn …Uifi <rt
• * « «• ♦ « «

"n l ^n2"'^nk ***^nn

«.12.. . ぐ *:… 《ln

♦ « 參
« • 4

び び 712.‘ *̂ 71ん-..び71»1ノ

r bij

I 0

hi*
，.b i j .

'bnj '

行列表示で

(3.80 I K j ) ニA色J ここに U U ) ニ[tkk}，A = 息ニ〔ぐ 〕,

A記号は対角行列を示す。
(5)

と書ける。このび（メ）を第メ部門に関するュユット‘ ストラクチュアと呼ぶことにしよう◊ このと

80(754)



経済発展の構造分析(H I
(5)

き，第；部門（ま動車）に関する単位構造系の生産勘定体系は次のように書けるであろう

(3.9) ^Jk

k •び れ *:，，. び , I 0 bnj

行列記号では，このunit systemは

( 3 . 9 0  /{も  0  +  / J  ニ  B j ,

-1 0 0  ‘ ' み11、

0 ニ bz\
、 0 . 、ろ 31 ,

但し， 0 = < 1 . 1 , 〜1)'列べクトル

ん *  ニ（0 .0 ,  . . .1 0 0 ,… 0) 列べクトル

と表わせる。（3 .9 )式を3部門〔" ニ1 , 2 ,  3 ) で具体的に書けば, 第 1 部門に関するunit 

system は

び1 1び12 13 み11 0 0

.(3.10) 2̂2 め3 0 'ゐ21 0

、《31 <2̂32 L 0 0 み3し

V i + V ^ + V ,  ニ 100

となる。他のすべての商品（部門）についても，同様にこのunit systemが成立している。現実 

の経済は，各商品ごとのunR systemをその生産額の大きさで加重して加え合わせたものにほか 

ならない。

もし，この基本構造系が時系列的に安定しているならば，見かけ上:の産業構成比の変化がどのよ 

うに進展していても，基本的な構造的関係に疲化は生じていないことになる。逆に，この基本的構 

造系に時系列的な変化が生じているならぱ，その要因は何かが分析されなけれぱならない0 次項で 

は，まず商品ごとに，この最小単位の基木構造がどのように相違しているかを，自動車とセメント 

の比缺において考察する。次いで第4節で，この基本構造のどの部分が時系列的にどのように変化 

し，他方どの要素がinvariantとしてを保存されてきたかについて観察することにしよう。

3 . 2 異なった財のm位基本構造の比较

この項では，異なった財の生産は，それぞれの財に固有の生産システム，つまり単位構造系をも 

つことを経験的に確認しておこう。

現実に，このユユット，ストラク¥■ュアがどのような形をとるかを，自動車とセメントのニ財に 

ついて図示したものが，文末付図C0, (2), (3〉にi f げてある。付図(1), (2), (3)の比較の意味について 

は，後節で改めて説明することにしよう。 .

注（5 ) び（メ）は具体的に次のように書ける。

( 3 .7 )び（メ）ニ〔4 »〕

Ihjan,み,/び1,•'•な*メめ★…ひ"/びIff 

Oija^u

bxjCfUt b^ah，"l}kja‘k‘*，bnfc(in 
： ： V :

'bijCinu bsjant***b)tjank ' b̂njaHn

81(755) —
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経济発展のm造分析（三）

ここでは，付図のユニット，ストラクチユアを見やすくするために，その骨格を浮き彫りにした 

ものが，第 3 因(イ)と(ロ)に掲げてある。（イ)図は， 自動审1 単 位 （100方円価値）を生産するために，全 

部門で直接，間接必要とされる中間取引きの構遭を示している。このユニットトラクチユアは， 

その時点の技術、体系の下では，ま動库1 単位を生産するのにどうしても必要な他財の投入量，さら. 

にそれら投入量を生産するために必要な他財の投入量……といった内部的関連系を表わしている。 

この技術水準（乂 プ〕行列の各要素の値）が与えられている限り，との自動車1単位の生産は，

それがインドで生産されようと米国で生産されようと，何れも第3 図(イ)で示されたような生産シス 

テムを必要とするのであるさらに付a すれば，この技術体系の下で，自動車: 1 単位を生産するた 

めには，この(イ)図で示されたシステムを実現するに必要な各部門での資本ストックや労働の賦存状 

熊を必要とする。同様に(ロ)図はセメントのユニット，ストラクチユアを示している。

この両因を比較すれば, 次の諸点が明白となる。

( i ) ま動車のユニット，ストラクチユアの特徴は，製造工業部門内において相対的に他部門と複 

雑な内部連関系をもつが，セメントのユニット•ストラクチユアは，ま動$ に比べて，より単純な 

形象の連関系をもっていることがわかる。

( i i ) ま動車100万円価値の生まに伴う各部門の付加価値額は，その62.5% (62方 5千円）が製造エ 

業部門内で発生し，エネルギー部門では，3.3% ( 3方3千円）に過ぎない。逆に，セメントの場合， 

製造工業部門内の発生付加価値額は40.9% (40万9 千円）と相対的に低く， 他方，ユネルギ一部門 

では28.0% (28万円）と， 自動車に比べて格段に大きい。 セメント,生産のユネルギ多消費型の構 

造は，この(ロ)図のような形象をもっているのである。

U)とりは，相まって，各財の生 産 に 固有のユ ニ ッ ト，ストラクチユアが存在し，それらは，その 

連関系の形象において大きく異なっていることを示している。これらのユ ニ ッ ト•ストラグチユア 

ゼ、、もし長期にわたって安定した形象や量的関係を保持しているならぱ，たとえ現象面での構造が 

大きく変化していても，その基底には相対的に安定しだ塞本構造が存在していることになる。次節 

で，この単位構造がどの程度変化し，またいかなる特性を保存しているかを観察してみることにし 

ょぅ。

( 4 ) 単位基本構造の時系列恋化

4 . 1 単位基本清造（び ，ストラクチュア）における形象の不変性

さて, 各財の単位基本構造が，現実にどう変化したかについて観察してみよう。まず，昭和50年 

45ギー40年速結産業速関表を;0い，1975年不変'細格ま示で，自動J(l：部門についてのュニット♦ス 

トラクチュアが評算された。その1965年, 1970年の両年の図が，第 4 図(イ〉と(ロ)に示されている。
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4 . 2 率位構造係数の数後的変化

.し力、し, 第 3 図(イ) , .第 4 図(イ)，（ロ)を詳細に観察すれぱ，0 の?^象や円の大きさの相対的順位の類 

似性は見出されるが，その数値には微妙な変化が見られる。

まず， g 動車部門の単位構造について各係数値を調べてみよう。第 2 図(イ)と(ロ)を比較してみる 

と，1965年から1970年への経済拡大期においては，自動車1単位当たりの生産に対し，各部門の投 

入量の一様な増加値向が観察される。逆に，第 1 図(イ)と第2 図(イ)を比較すると，1970年から1975年

にかけては, 石油危機による価格/ホ'化の第4表自動車のユニット.ストラクチュアにおける 

自部門投入量の時系列変化

■ 1965年 1970年 19754 .̂

自 動 卒 - 23,4方円 28.1万円（+ ) 35.8万円（+)

一般機械 8.5 9.9 (+ ) 9.2 (一）

鉄鉄•粗銅 8.8 9.8 (+ ) 8.9 ト ）

ゴ ム 6.8 7.1 (+ ) 6.2 (一)

電 気 機械 3.2 4.5 (+ ) 4.5

卸 売 ，小売 4.2 6.1 (+ ) 6.0 (- )

影響を受けて，各投入量は，僅かではあ 

るが減少倾向を見せた。第 4 表は，この 

変化の態様を示している。第 4 まで,ュ 

ュッ. ト，ストラクチ；!■アのま動車部門の 

投入係数（《<プ）を比較してみれば，1965 

年から1970年にかけて，一般機械の投入 

量は，8 .5 万円から9 .9 万円へ，鉄鋼は(注）第1因(ィ），第2図，第3図のま部Hの各投入量の数値。

8 .8 万円から9 .8 万円へ， ゴ ム は 6.8 万円から7 .1万円へと工業製品に関する限り一様に増加して 

いる。それに対して，1970年から 1975年にかけては,-^般機械は 9 ‘9 万円から9 .2万円〜 鉄 鋼  

は 9 .8万円から8 .9方円へ， ゴ ム は 7 .1万円から6*2万円へと僅かながら減少していることが判明 

する。

4 . 3 各財の単位基本構造の変化

前項で観察したのは，主として自動車およびセメントのユニット，ストラクチュプの変化であつ 

た。ことで，前項までの観察事実が他の財についても同様であるか否かについて調べてみよう。 

次の第5図(イ)と(ロ)は，一*般機械の単位墓本構造を1%5年と1975年について比較したものであり，

— 一  8 5 ( J ^ぶめ ------------

経済IS展の構造分析（三）

前節第3 図(イ）（S 動 の ! 975年図）と，この第4 図(イ)，（ta)を較べてみると，H i してこの10年の期 

間中，自動車生産の単位基本構造は，その形象（かたち）においてど不変であったことを知る。こ 

の期間中, 自動本部門の粗生産額は，1975年不変価格表示で，昭和40年の約3 兆 3千億円規模から， 

昭和50年の10兆 7 千億円規模へと3倍強も伸長した。さらに，この期間中，第 1 石油危機の影響も 

あって，日本経済の価格体系は著しく変動している。この現象面での激しい変勒にもかかわらず， 

この自動車のュニット，ストラクチュアは，その形象を殆ど不変のまま保存した。価格変化や成長 

率の変化という現象に対して，単位基本構造の形象がきわめて安定的であったということは，.経済 

変動の基底に，きわめて安定した構造的関係が存在しているという享実を示すものである。
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法1*》F1の大きさは，取iJI額に化例して固かれている。

2，）この橋遗め旧係は》1 単位の生まに放技‘ 0ほ按必爽と.される他部!1111]の取 3̂1構近 :̂示してぃる，
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r三田学会ぜ誌j  73巻 5 号 （1980年10月）

同様に第6 図は，雜鉄粗鋼部門について，雨年のユユット，ストラクチユアを比較したものである。

4,1および4 .2で，自動車およびセメソトについて確認した不変の形象の保持および係数の数量的 

変'化の方向は，r■̂般機械およか鉄鋼についても同じように確認される。

このような観察から，次の結論を導くことができよう。鋳 1 に，この10年間の経済変動にもかか 

わらず，各財ごとのユニット，ストラクチユプは安定的に推移し，とりわけその形象は不変に保た 

れた。このことは，構造変化の内部のインヴァリアントの部分は，各財の単位構造系の形象の中に 

見出されることを意味している。この形象的関連系の強画な保持は，それが純粋に技術的な特性に 

基礎をおいた関係に起因しているからであろう。上記観察は経済体系の基底に，技術的関係を要素 

とする基本構造が存在するとを強く示唆しているのである。

第 2に，構造の変化する部分（ヴァリァント）は，各構造係数の数値的変化にあらわれてくる6 観 

察によれぱこの变化は，経済の拡大期には，各係数（£ / a )の値が増大する傾向をもち，停滞期には， 

それらが微減する傾向をもつことが示された。1965—70—75年の価格変化の大きさを考慮すれば， 

このU i j り変.化は, 急激な価格変化に対抗する技術変化（たとえ樣条部門ざとのユ乎ルギ-節約技術の 

開発）に起因するものと考えられる。

( 5 ) ま と i T

5 . 1 この研究の結論は次のようにまとめられる。

0 ) 現実の経済体系は，各商品ごとの最小単位の桃造系に分解できる（ユユット，システム)。.

( i i ) 各財ごとのユニット• ストラクチユアは，その財に同有の構造的関連系をもつ。この構造的 

関連性の骨格（形象としての関連性）は時間に対してはぽ不変に保存される。

( iii)構造変化は，基本的には， 各投入係数プの变化に起因して生ずる。 この変化は， 各部門 

における技術変、化 （たとえぱ智エネルギー化への技術開発）そのものにもとづくところが大きい。

(>v)格価変化の影響は，次のようなプロセスで作用するものと思われる。経済全体の拡大期(1%0 

年->1970年）には，自動車部門の物的中間投入量は，どの中間投入量に関してもc u jの增大傾向を 

示した。これは各部門の規模の経済性にもとづく単位費用の低下が逆にその財の投入に関する原単 

位を増大させた結果と考えられる。（たとえぱ大型冷蔵庫の鉄使用量の增大等。これらは，生産物の機能を 

変える効果をもつ。）反対に，1970年から1975年にかけての経清の停滞期には， 価格変化に対応する 

各部門の原単位節約技術が，物的中間投入量Cliiの減少傾向をもたらしたi 見られる。

( V ) このようにして経済の拡大期には, 製造工業部門め投入係数は傾向的に増大し，その相 

乘効果によって構造変化の速度は増加する。逆に，停滞期には，構造变化の速度は低下し，構造的 

硬直性への傾向が強まると考えられる。

一  ̂ 88(̂ 4̂2*) .A"™ —



5 . 2 ここで技術変化の効果について若干ふれておこう。 本分析における技術恋化は基本的こは 

レオンティエフ励学体系における技術係数行列/1ニ0 " ] の変化として把えられている。この変イ匕 

の要因は，資本に体化された技術変化を想定する限り，各部門の資本ストックの変化求められな 

ければならない。すでにわれわれは，前稿r経済発展の構造分析t ：) jにおいて，資本に体化された技 

術変化に関する限り，装置工業部門では規模の経済性の効果を無視できないことを経験的に示して 

おいた〔10〕。経済体系の拡大過程においては，資本係数の変化を通じてのみ，各投入係数 rtfゴの変 

化が生ずる。したがって，上に観察したュニジト ‘ ストラクチュアの変化に関しては，その背景に 

資本係数行列の変化と，それを惹き起こす生産規模の拡大の効果が作用していることになる。この 

各部門の役入係数の変化が，ュニット • ス ト ラ ク チ ュ ア の 連 関 系 ぐ ] の 関 係 を 通 じ  

て，それらの相乗効果としてのその財の生産効率の上昇をもたらす6 具体的に言■えぱ，第 1 の点は 

§ 動車の生産効率（国際分業においては, その比較優位の確立）は， 単に自動車産業部門だけの生産性 

上昇に依存するのではなく，そのュニット，ストラクチュアに示された関連産業すベての生摩性効

経済発展の構遣分析（三）

果の合成であることを強調している。したがって，後発国にとって，この ト ス ト ラ ク チ

アの総体的な実現が保障されない限り， 日本や米国の自動車産業との競争は，実質上不可能である 

ことを示している。第 2 の点は，現実の国際資易における経済摩擦に関してはより重要な意味をも 

っている。それは，ある特定部門の生産規模の拡大自体が，それを通じてその経済体系の相互依存 

性を一層強める効果をもつという点である0 このことは文末付図(1), (2), (3)に示されている。以上， 

り)経済体系の規模の基底には，各財ごとr それぞれの基本ぽ造が存在しその基本的形象は,長期 

にわたって不変性を保持すること，{ii)経済体系の内部的相互依存性の増大は経済規模拡大の効果に 

大きく依存することの2点を指摘した。これらの観察結果は，冒頭にのぺたレオンティ：̂フの命題， 

つまり, 経済が大きくなればなるほど経済の構造は完成するという命題と整合的であり，か力，ニ 

組の経済体系に見られる構造的類似性という観察結果に，一つの基礎的解釈を与えるものである。 

これらの結果をふまえて，次稿で経済体系内における構造の発生について，その耍因分析を試みた 

いと思う。

〔付図の説明〕

付図(1)は，1975年時点の技術水準 (JHJの各数値）を与えでお 

いて，自動車部門の生産が10兆円規摸で行なわれているとき，全 

産業に対して，どれだけの連関性を惹き起こすかを示したもので 

ある。図はがひ1億以上の取引額をすべてとり上げ，その濃淡に 

によって，部門間遮関性の跋度を表わすように右の記号を用いて 

ある。

自動l i t部門粗生産額10兆円极摸は，はは1 9 7 5 年時点の実績値である，

— 8 9 (7 4 3 )一一.

■ 1 億R 以上の取弓I額 

□ 5 億 円 以 上 ，，

[D 10億R 以 上 '/

図 50億 円 以 上 //

® 100億W 以 上 //

困500億R 以 上 //

付図(1)を見れば， 動車産
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業が，いかに全産業と緊密な関係を有しているかがわかる。忖図(2)は，同じ技術水準（I975年時点） 

の下で，かりにき動車生産規模が1975年時点の10分の 1 であったと仮定したとき，付図(1)と同じ取 

引ま1 億以上のひのみをとり出して，各部門間の速関性を図示したものである。付図(2)を付図(1) 

と比較すれぱ，自動車1舉位の生産は，同じュュット，ストラクチュアを^#ちながら，その生産規 

摸の拡大がいかに全産業との関連性を強めているかを確かめることができる。 g 動車粗生額の1 兆 

円棋摸は，1975年不変価格表示で，はぽ1960年代初頭の水準に匹敵する大きさである。60年代から 

70年代中葉にかけて，启動車産業の伸長が、、かに日本経済全体との関連性を深めてきすこかをここに 

見ることができるであろう。現 在 （1980年時点）の産業連関表ベースにおける自動車生 .産額は，は 

ぽ12兆円程度と推定されるが，この生産規模の巨大化がもたらす経済体系内部の相互依存性の増大 

効果は重要な耍爱であろう。自動車産業の関連性を他産業のそれと比較するために，セメント産業. 

の生産額1 兆円規模のュュット♦ストラクチュアを付図(3)にかかげておいた。1975年時のセメント 

の粗生産額は，産業連関ペースで約6 千億の水準であるから，付図(3)は，はぽ1980年時点のセメン 

ト部門の連関性を近似している0 セメントのような中間財部門が, 自動車に比べて，いかに関連性 

が少ないがを，この図から読みとることができるであろう。

最後に'第 ；部門のュニ 'メト •ス ト ラクチュアの構造を示しておこう9

レオンチィエフ逆行列において

' ゐ11 み12.，*，.’ ( b y , . . . . みIn

( 1 ) 〔1 - = 〔パ〕ニ 2̂1 bzz....... bzj .......h n

、り"1 K z .................. 1 b n ’j むnn

いま，第メ部門における最終需要1 単 位 （たとえぱ100万円価値ま示の物量単位）の生産に対して， 

他部門で，直接，間接に誘発される生産額ぺクトルは，上 記 （1 一/！)-1行列の第 / 列に相当する。 

これを（列べクトル）という記号で示せば，

(2) (みり，み2ハ .…，，ろ1/……み《_/)，；（ ），は列ベクトルを示す。

この行列を対角行列に表示したものを力で示すと第；部門にかんするユユット* ストラクチュア 

の生産勘定体系は，次のようになる行列記号で書けぱ

(4) C O + ( / * 0 = C ^ i )

ここで， …‘，1)，列ベクトル, / 7 = ( 0 ,0 , . ‘.100…0)，

このとき，第 / 部門のユニット• ストラクチユアび(力は，次式で与えられる，

(5) 〔A /〕

こ の ユ こ ッ ト •ス ト ラ ク チュプが，卖は中間投入構造を考慮したときの各財の生産関数を表現し 

ていることに注目する必耍があろう。 ， ’

9。びイイ、—'
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